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(57)【要約】
【課題】分析対象となる試料の状態によらず、高精度の
質量分析を行う。
【解決手段】この質量分析装置１は、試料１００中の原
子のイオン化及び加速を行う高エネルギーイオン発生部
２と、このイオンを質量電荷比毎に分離するイオン分離
部３を具備する。高エネルギーイオン発生部２において
、試料１００のイオン化及び加速に用いられるパルスレ
ーザー光２００は、レーザー発振器１０で生成される。
この場合の試料１００表面におけるパルスレーザー光２
００の電界強度は、１００ＴＶ／ｍ程度と極端に高いた
め、試料１００中の原子をイオン化してイオンを生成す
る際に、その価数を大きく（価数＞＞１）とすることが
できる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　試料の原子をイオン化して加速し、加速後のイオンを磁場下においてを質量電荷比に応
じて分離する質量分析装置であって、
　パルスレーザー光を前記試料に照射して前記試料をプラズマ化し、当該プラズマ中に同
時に生成された加速場を利用して前記プラズマ中のイオンを加速する高エネルギーイオン
発生部と、
　前記高エネルギーイオン発生部を用いて加速された前記イオンに電場及び／又は磁場を
印加し、前記イオンの前記電場及び／又は磁場中における質量電荷比に応じた軌道の違い
によって前記イオンを前記質量電荷比に応じて分離するイオン分離部と、
　を具備することを特徴とする質量分析装置。
【請求項２】
　前記パルスレーザー光におけるパルス幅は１００ｆｓ以下、ピークパワー強度は１０１

９ Ｗ／ｃｍ２以上、オン／オフのパワー比率（コントラスト比）は１０１０以上である
ことを特徴とする請求項１に記載の質量分析装置。
【請求項３】
　前記加速場で加速された前記イオンを透過させることによって前記イオンの価数を一様
化する電荷平衡部を具備することを特徴とする請求項１又は２に記載の質量分析装置。
【請求項４】
　前記試料に対して放射線を照射する放射線照射部を具備し、
　前記高エネルギーイオン発生部において、前記放射線照射部において前記放射線が照射
された前記試料に対して前記パルスレーザー光が照射される構成とされたことを特徴とす
る請求項１から請求項３までのいずれか１項に記載の質量分析装置。
【請求項５】
　請求項１から請求項４までのいずれか１項に記載の質量分析装置が用いられ、
　前記イオン分離部によって分離されたイオンを被照射試料に照射させることを特徴とす
るイオン照射装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、原子あるいはイオンを質量毎に分離する質量分析装置、あるいは分離された
イオンを被照射試料に照射するイオン照射装置の構成に関する。
【背景技術】
【０００２】
　分子や原子の質量に基づいて元素の組成分析を行う質量分析装置として、各種のものが
知られており、各種の分野で用いられている。例えば半導体中の不純物元素の分析を行う
場合には、ｐｐｔレベル（１０－１２）よりも低い濃度の元素の分析を行うことも要求さ
れる。また、単なる元素分析だけではなく、その同位体を識別することができれば、例え
ば半導体中においてアルファ線や中性子を放射する放射性同位元素の分析を行うことがで
きる。また、これによって特定の元素の同位体比を測定することができれば、試料の年代
測定を行うことができる。更に、年代測定だけでなく、基礎物理学を初めとする様々な科
学分野においてもこれを用いた測定を行うことができる。また、原子力分野においても、
様々な核反応の状況を測定するためにこうした質量分析を適用することができる。
【０００３】
　こうした質量分析においては、一般に、分析対象となる元素をイオン化して運動エネル
ギーを付与した後に、磁場によってその軌道を曲げる際の偏向量が質量（正確には質量電
荷比）によって異なることを利用して、分析が行われる。
【０００４】
　このような質量分析装置として、高精度な測定が可能であるものとしては、例えばレー
ザーアブレーション型高周波誘導結合プラズマ質量分析装置（ＬＡ－ＩＣＰ－ＭＳ）があ
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る。ＬＡ－ＩＣＰ－ＭＳにおいては、高強度のレーザー光を試料に照射して試料を局所的
に蒸発させ、発生した試料原子（分子）を誘導結合プラズマ中に導入し、イオン化する。
このイオンを引き出し電極によって引き出して加速して運動エネルギーを付与する。その
後、このイオンに対して上記のような質量分析が行われる。ＬＡ－ＩＣＰ－ＭＳにおいて
は、分析対象となる箇所に局所的にレーザー光を照射することにより、試料の局所的な分
析が可能である。
【０００５】
　このような質量分析においては、イオンを質量電荷比毎に静電場や静磁場によって分離
するため、この分離を顕著にするためには、イオンの運動量を大きくすることが有効であ
る。しかしながら、引き出し電極によってイオンに運動量を付与する場合には、高々数千
Ｖ程度の電圧しか引き出し電極に付与できないため、その運動量は不充分である。このた
め、例えば１価の同重体イオンである２０４Ｐｂ＋と２０４Ｈｇ＋や、５６Ｆｅ＋と（４

０Ａｒ１６Ｏ）＋のように、質量電荷比が極めて近い元素や多原子イオンの分離をＬＡ－
ＩＣＰ－ＭＳで行うことは困難であった。
【０００６】
　これに対して、例えば特許文献１に記載されるように、高エネルギー実験等で用いられ
る加速器（例えばタンデム型加速器）を用いてイオンの加速を行ってから同様の質量分析
を行う、加速器質量分析装置が知られている。タンデム型加速器を用いれば、例えばＭＶ
以上の加速電圧を得ることができるため、イオンのエネルギーを数ＭｅＶ程度まで高める
ことができ、高精度の質量分析を行うことができる。この場合には、加速器に適合させる
ために、試料のイオン化を上記のような誘導結合プラズマで行うことはできず、専用のイ
オン源が用いられる。分析対象となる試料は、このイオン源の中に、イオン源に適合した
形状、状態とされて設置される。また、イオン源は、分析対象となる元素毎に設定される
ため、複数の元素について分析を行う場合には、複数のイオン源、試料が必要となる。こ
うした元素毎の専用のイオン源を用いるために、同重体の分離も行うことができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２０１４－１５００２８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　加速器質量分析装置においては、分析対象の元素毎に専用の高周波プラズマイオン源を
用い、このイオン源の中に試料を設置することが必要となるため、例えばＬＡ－ＩＣＰ－
ＭＳのような、試料の局所的な分析を行うことは困難であった。更に、試料をイオン源に
装着する際には、化学処理等が必要となるため、この際に不純物が混入することがあり、
こうした不純物元素が本来測定すべき元素の検出に影響を与えることもあった。また、イ
オン源を用いてイオン化をすることが困難である元素、例えばタングステン（Ｗ）の分析
は困難であった。
【０００９】
　また、特に原子力工学分野においては、高強度で放射線を発する放射性同位元素が含ま
れる試料が分析の対象となる場合がある。場合によっては、中性子線等を照射することに
よって放射化した試料を分析の対象とすることもあり、照射直後の状態において高強度の
放射線を発する試料における短寿命の核種を分析することが必要な場合もある。こうした
場合においては、試料をイオン源に設置する必要がある加速器質量分析装置を用いること
は困難であった。
【００１０】
　すなわち、分析対象となる試料の状態によらず、高精度の質量分析を行うことは困難で
あった。
【００１１】
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　本発明は、かかる問題点に鑑みてなされたものであり、上記問題点を解決する発明を提
供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明は、上記課題を解決すべく、以下に掲げる構成とした。
　本発明の質量分析装置は、試料の原子をイオン化して加速し、加速後のイオンを磁場下
においてを質量電荷比に応じて分離する質量分析装置であって、パルスレーザー光を前記
試料に照射して前記試料をプラズマ化し、当該プラズマ中に生成された加速場を利用して
前記プラズマ中のイオンを加速する高エネルギーイオン発生部と、前記高エネルギーイオ
ン発生部を用いて加速された前記イオンに電場及び／又は磁場を印加し、前記イオンの前
記電場及び／又は磁場中における質量電荷比に応じた軌道の違いによって前記イオンを前
記質量電荷比に応じて分離するイオン分離部と、を具備することを特徴とする。
　本発明の質量分析装置において、前記パルスレーザー光におけるパルス幅は１００ｆｓ
以下、ピークパワー強度は１０１９ Ｗ／ｃｍ２以上、オン／オフのパワー比率（コント
ラスト比）は１０１０以上であることを特徴とする。
　本発明の質量分析装置は、前記加速場で加速された前記イオンを透過させることによっ
て前記イオンの価数を一様化する電荷平衡部を具備することを特徴とする。
　本発明の質量分析装置は、前記試料に対して放射線を照射する放射線照射部を具備し、
前記高エネルギーイオン発生部において、前記放射線照射部において前記放射線が照射さ
れた前記試料に対して前記パルスレーザー光が照射される構成とされたことを特徴とする
。
　本発明のイオン照射装置は、前記質量分析装置が用いられ、前記イオン分離部によって
分離されたイオンを被照射試料に照射させることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明は以上のように構成されているので、分析対象となる試料の状態によらず、高精
度の質量分析を行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明の実施の形態に係る質量分析装置の構成を示す図である。
【図２】本発明の実施の形態に係る質量分析装置における、高エネルギーイオン発生部の
動作を示す図である。
【図３】本発明の実施の形態に係る質量分析装置において用いられる電荷平衡部の機能を
示す図である。
【図４】本発明の実施の形態に係る質量分析装置の変形例の構成を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、本発明の実施の形態に係る質量分析装置について説明する。図１は、この質量分
析装置１の構成を示す図である。この質量分析装置１においては、試料のイオン化、及び
加速に超短パルスレーザー光を用いたレーザープラズマ加速が用いられる。このため、Ｌ
Ａ－ＩＣＰ－ＭＳと同様に試料の局所的な分析が可能であり、かつ従来の加速器質量分析
装置と同様に、イオンの高エネルギー化をすることができる。この際、イオンの価数も高
めることができるため、特にイオンの高エネルギー化を図ることができるため、高精度で
質量分析（質量電荷比に応じたイオンの分離）を行うことができる。
【００１６】
　この質量分析装置１は、試料１００中の原子のイオン化及び加速を行う高エネルギーイ
オン発生部２と、このイオンを質量電荷比に応じて分離するイオン分離部３を具備する。
【００１７】
　高エネルギーイオン発生部２において、試料１００のイオン化及び加速に用いられるパ
ルスレーザー光２００は、レーザー発振器１０で生成される。このパルスレーザー光２０
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０は、真空状態とされ試料１００が設置された真空試料槽２０に入射する。真空試料槽２
０において、パルスレーザー光２００は、反射鏡２１、２２を介して軸外し放物面鏡２３
によって集光された状態で試料１００に入射する。
【００１８】
　ここで用いられるレーザー発振器１０、パルスレーザー光２００は、例えば特開２０１
１－１０８５７９号公報において用いられたものと同様である。すなわち、パルスレーザ
ー光２００は、レーザープラズマ加速において用いられる超短パルスレーザー光であり、
パルス幅はｆｓｅｃ程度１００ｆｓ以下であり、試料１００の表面におけるパルスのピー
クパワー強度は１０１９Ｗ／ｃｍ２以上とされ、パルスのオン／オフのパワー比は、１０
１０以上とされる。レーザー発振器１０においては、例えばチャープパルス増幅（パルス
幅を伸張してから増幅後、パルス圧縮を行う技術）によって、こうした超短パルスレーザ
ー光を発振することができ、上記のパルス幅、エネルギー、コントラスト比を得ることが
できる。また、デフォーマブルミラー（変形鏡）や、各種パラメータの微調整が可能な光
学素子を用いて位相制御を行う、あるいは、温度補償等を行うこともできる。
【００１９】
　こうした超短パルスレーザー光を試料１００に照射した際の状況を模式的に図２に示す
。試料１００に高強度（高電界）のパルスレーザー光２００が入射角θで入射することに
よって、試料１００中の原子は気化してプラズマＰが生成される。このため、この原子は
イオン化され、イオンＡとなり、前方に放出される。この際、特開２０１１－１０８５７
９号公報に記載されるように、イオンＡよりも質量の軽い電子はイオンＡに先行して前方
に発せられ、試料１００の前方において、電子で構成されたシースＳが形成される。この
ため、その後で前方に発せられるイオンＡは、このシースによる電界（加速場）で加速さ
れるが、この電界強度は極めて高いため、イオンＡを核子あたりＭｅＶ以上のエネルギー
まで加速した高エネルギーイオン１０１とすることができる。こうした現象は、レーザー
プラズマ加速として、例えば「Ａ　Ｍｏｄｉｆｉｅｄ　Ｔｈｏｍｓｏｎ　Ｐａｒａｂｏｌ
ａ　Ｓｐｅｃｔｒｏｍｅｔｅｒ　Ｆｏｒ　Ｈｉｇｈ　Ｒｅｓｏｌｕｔｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉ
－ＭｅＶ　Ｉｏｎ　Ｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔｓ－Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ　Ｔｏ　Ｌａｓ
ｅｒ－Ｄｒｉｖｅｎ　Ｉｏｎ　Ａｃｃｅｌｅｒａｔｉｏｎ」、Ｄ．Ｃ．Ｃａｒｒｏｌｌ等
、Ｎｕｃｌｅａｒ　Ｉｎｓｔｒｕｎｅｎｔｓ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄｓ　ｉｎ　Ｐｈｙｓ
ｉｃｓ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ａ、６２０号、２３頁（２０１０年）に記載されている。こ
こで、レーザープラズマ加速によって得られた高エネルギーイオン１０１のエネルギース
ペクトルにおいては、例えば特開２０１１－１０８５７９号公報に記載されるように、鋭
いピークが認められる。すなわち、高エネルギーイオン１０１のエネルギーを、通常知ら
れる加速器（例えばタンデム型加速器）のような高い単色性とすることはできないものの
、ほぼ単色（準単色）とすることができる。
【００２０】
　更に、この場合の試料１００表面におけるパルスレーザー光２００の電界強度は、１０
０ＴＶ／ｍ程度と極端に高いため、試料１００中の原子をイオン化してイオンＡを生成す
る際に、その価数を大きく（価数＞＞１）することができる。例えば、試料１００を金（
Ａｕ）の薄膜とした場合に、Ａｕの４２価（＋４２）のイオンＡを生成することができる
。このため、分析対象となる高エネルギーイオン１０１の質量電荷比を小さくすることが
でき、静電場あるいは静磁場下における高エネルギーイオン１０１の偏向量が大きくなり
、質量の違いによる偏向量の差が顕著となる。また、多原子分子は解離しやすくなるため
、上記のプラズマＰ中に多原子分子イオンは存在しにくくなる。
【００２１】
　試料１００は、高エネルギーイオン１０１の発生効率を高めるために、厚さ１０μｍ以
下の薄膜状態であることが好ましい。ただし、試料１００が薄膜として単体で存在してい
る必要はなく、例えば、予め組成のわかっている基板上に薄膜層（例えば蒸着層）として
形成されていてもよい。また、試料１００に対する処理、例えば表面に付着した水素や炭
素等の不純物を分析前に除去するための熱処理を行うためのヒータや、上記のレーザープ
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ラズマ加速を行うためのパルスレーザー光２００とは別にこうした処理を行うためのレー
ザー光を別途発生させるためのレーザー光源を設けてもよい。
【００２２】
　また、例えば「Ｑｕａｓｉ－Ｍｏｎｏｃｈｒｏｍａｔｉｃ　Ｐｅｎｃｉｌ　Ｂｅａｍ　
Ｏｆ　Ｌａｓｅｒ－Ｄｒｉｖｅｎ　Ｐｒｏｔｏｎｓ　Ｇｅｎｅｒａｔｅｄ　Ｕｓｉｎｇ　
Ａ　Ｃｏｎｉｃａｌ　Ｃａｖｉｔｙ　Ｔａｒｇｅｔ　Ｈｏｌｄｅｒ」、Ｍ．Ｎｉｓｈｉｕ
ｃｈｉ等、Ｐｈｙｓｉｃｓ　ｏｆ　Ｐｌａｓｍａｓ、１９号、０３０７０６頁（２０１２
年）に記載されるように、高エネルギーイオン１０１の収束効率を高めるような形状とさ
れた試料ホルダーに試料１００を設置してもよい。
【００２３】
　また、反射鏡２１、２２、軸外し放物面鏡２３の位置や設定角度は、サーボモーターや
ステッピングモーター等によって微調整可能とすることが好ましい。これによって、試料
１００に対するレーザー光２００の照射条件を最適化することが容易となる。
【００２４】
　なお、パルスレーザー光２００の照射によって、試料１００からは、分析対象となるイ
オン以外にも陽子等が発生し、この陽子が真空試料槽２０の内壁に衝突することによって
、この内壁から放射線や中性子線が発生し、測定に影響を及ぼすおそれがある。このため
、この内壁を、こうした放射線や中性子線を発生しにくい材料、例えばタンタル（Ｔａ）
等で構成することが好ましい。また、有害な放射線（ガンマ線や中性子線等）も同様に発
生し、こうした放射線が外部に漏洩することを防ぐため、真空試料槽２０の外側には、ガ
ンマ線等の遮蔽のためには鉛等、中性子線の遮蔽のためにはポリエチレン等の遮蔽体を設
置することが好ましい。
【００２５】
　このように試料１００から前方に高エネルギーで発せられた高エネルギーイオン１０１
は、発散角調整用スリット２４を通過することによってその発散角が制限された状態で、
電荷平衡部２５に入射する。
【００２６】
　前記の通り、試料１００からは、価数の大きな正イオンで構成される高エネルギーイオ
ン１０１が前方に向けて発せられ、イオン分離部３においては、この高エネルギーイオン
１０１が磁場によって質量電荷比（イオンの質量の電荷に対する比率）毎に分離されるこ
とを利用して、例えば同位体の分析も行われる。ただし、ここで、最終的には質量電荷比
毎の分離ではなく、質量毎に分離が行われることが、質量分析において好ましい。価数の
異なる高エネルギーイオン１０１間においては、質量が同一であっても価数によって質量
電荷比は大きく異なるために、価数が一様でないことは、質量毎の分離を行う際の障害と
なる。このため、ある特定元素のイオンにおける価数を一様とすることにより、質量電荷
比毎の分離をほぼ質量毎の分離とみなすことができる。
【００２７】
　このため、真空の高エネルギーイオン発生部２においては、発散角調整用スリット２４
を通過後の高エネルギーイオン１０１を透過させることによって、高エネルギーイオン１
０１の価数（正イオンの価数）を均一化する電荷平衡部２５が設けられている。図３は、
電荷平衡部２５の作用を模式的に示す図である。この作用は、「Ｉｍｐｒｏｖｅｄ Ｃｈ
ａｒｇｅ－Ｓｔａｔｅ　Ｆｏｒｍｕｌａｓ」、Ｇ.Ｓｃｈｉｗｉｅｔｚ等、Ｎｕｃｌｅａ
ｒ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄｓ　ｉｎ　Ｐｈｙｓｉｃｓ　Ｒｅｓ
ａｒｃｈ　Ｂ、１７５－１７７号、１２５頁　（２００１年）に記載されている。原子番
号Ｚｐ、入射速度ｖｐの高エネルギーイオン１０１が原子番号Ｚｔの元素で構成された薄
板状の電荷平衡部２５に入射した場合、電荷平衡部２５を構成する原子と高エネルギーイ
オン１０１との間での電子のやりとりが、高エネルギーイオン１０１の価数を一様化する
ように働く。このため、電荷平衡部２５を通過した後の高エネルギーイオン１０１の価数
の度数分布は、以下の式で表されるｑｍｅａｎをピークする分布となる。ここで、ｖ０は
ボーア速度であり、電荷平衡部２５は固体であるものとしている。
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【００２８】
【数１】

【００２９】
　なお、電荷平衡部２５は固体である必要はなく、気体層としてもよい。この場合には、
前記文献に記載されるように、ｑｍｅａｎは上記とは異なる式で表される。真空の高エネ
ルギーイオン発生部において、差動排気を用いて気体層を形成する、あるいはこの気体層
と固体層を組み合わせることもできる。いずれの場合も、電荷平衡部２５の厚さは、対象
となる高エネルギーイオン１０１が透過できる程度に構成される。この際の透過前後のエ
ネルギー差も、以降の分析では考慮される。また、分析対象となる元素に応じて複数の電
荷平衡部２５を切り替えて用いることができる構成とすることもできる。
【００３０】
　このように、電荷平衡部２５を通過し、価数が一様化された高エネルギーイオン１０１
は、イオン分離部３に入射し、静電場や静磁場の下で質量電荷比毎に分離された軌道を通
る。この分離は、通常の質量分析におけるものと同様であり、レーザープラズマ加速後の
高エネルギーイオン１０１の軌道については、「Ｍｅａｓｕｒｅｄ　Ａｎｄ　Ｓｉｍｕｌ
ａｔｅｄ　Ｔｒａｎｓｐｏｒｔ　Ｏｆ　１．９ＭｅＶ　Ｌａｓｅｒ－Ａｃｃｅｌｅｒａｔ
ｅｄ　Ｐｒｏｔｏｎ　Ｂｕｎｃｈｅｓ　Ｔｈｒｏｕｇｈ　Ａｎ　Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　
Ｔｅｓｔ　Ｂｅａｍ　Ｌｉｎｅｓ　Ａｔ　１Ｈｚ」、Ｍ．Ｎｉｓｈｉｕｃｈｉ等、Ｐｈｙ
ｓｉｃａｌ　Ｒｅｖｉｅｗ　ＳＴ　Ａｃｃｅｌｅｒａｔｏｒｓ　Ａｎｄ　Ｂｅａｍｓ、１
３号、０７１３０４頁（２０１０年）等に記載されている。ここでは、レーザープラズマ
加速後の高エネルギーイオン１０１の軌道が、軌道計算コードによって算出されている。
【００３１】
　高エネルギーイオン１０１は、真空試料槽２０からイオン検出器４０までの間に設けら
れ高真空が維持された真空ダクト３０中を走行する。試料１００から発生した高エネルギ
ーイオン１０１のうち、所望の質量電荷比、エネルギーをもつものだけがイオン検出器４
０で検出されるように、真空ダクト３０内の構造は設定される。ここで、前記の通り、高
エネルギーイオン１０１の価数を一様、エネルギーを略一定とすることによって、質量電
荷比による分離を、質量による分離とみなすことができる。
【００３２】
　ここでは、まず、この分解能を向上させるために、静電場と静磁場とを用いた二重収束
型の構成が用いられる。まず、高エネルギーイオン１０１は、一組の二重収束用電極３１
の間を通過することによって静電場によって軌道を偏向され、その後で二重収束用二極電
磁石３２を通過し、静磁場によって逆向きに偏向される。この際、高エネルギーイオン１
０１の分散が静電場と静磁場とで逆向きになることによって、この分散を低下させ、分解
能を向上させることができる。この際、二重収束用電極３１と二重収束用二極電磁石３２
との間に、質量電荷比分析スリット３３を設け、高エネルギーイオン１０１のビーム形状
、軌道を制限することによって、更に分解能を向上させることができる。
【００３３】
　高エネルギーイオン１０１は、二重収束用二極電磁石３２を通過後に、ビーム形状（ビ
ームの進行方向垂直な断面形状）を最適化するための四重極電磁石３４ａ、３４ｂ、３４
ｃと、最終的な質量電荷比毎の分離を行うための静磁場を印加する質量分析用二極電磁石
３５を通過する。また、四重極電磁石３４ａ、３４ｂの間には、高エネルギーイオン１０
１の軌道、ビーム形状を制限するための分解能向上スリット３６が設けられている。最終
段の四重極電磁石３４ｃを通過後の高エネルギーイオン１０１のうち、質量分析スリット
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３７を通過した検出対象イオン１０２が、イオン検出器４０によって検出される。真空ダ
クト３０に関わる質量分析スリット３７までの構成は、（多価）イオンを質量毎に選別す
るイオン分離部３として機能するため、イオン検出器４０には、検出するイオン種を識別
する能力は不要である。このため、イオン検出器４０としては、通常知られる荷電粒子の
検出器、例えばファラデーカップ等の電流計測器、ΔＥ－Ｅ検出器、半導体検出器、マイ
クロチャンネルプレート等を用いることができる。
【００３４】
　上記のイオン分離部３の構成においては、最終的にイオン検出器４０で検出される検出
対象イオン１０２（質量分析スリット３６を通過したイオン）の電荷質量比は、二重収束
用電極３１による静電場、二重収束用二極電磁石３２による静磁場、質量分析用二極電磁
石３５による静磁場の強度で設定される。すなわち、これらの設定によって、所望の質量
電荷比あるいは質量をもつイオンを選択してイオン検出器４０で検出することができる。
これにより、様々な質量電荷比あるいは質量をもつイオンを分離してイオン検出器４０で
検出することができるため、試料１００の組成を分析することができる。
【００３５】
　なお、上記のイオン分離部３の構成において、質量電荷比の分解能を向上させるために
、質量電荷比分析スリット３３、分解能向上スリット３６の他にも、スリットを適宜途中
に設けることができる。この際、高エネルギーイオン１０１がこれらのスリットに衝突し
た際に発生する二次イオンが高エネルギーイオン１０１に混入することを抑制するために
、これらのスリットの形状を、こうした二次イオンの混入が抑制されるような形状（構造
）とすることが好ましい。また、各スリットの幅（ビームの通過幅）や位置は、調整可能
とすることが好ましい。同様に、図２における入射角θや発散角調整用スリット２４の幅
（発散角）も調整可能とすることが好ましい。また、四重極電磁石３４ａ、３４ｂ、３４
ｃの磁場も調整可能なことが好ましい。これらを微調整することで、上記の構成における
高エネルギーイオン１０１のエネルギー等に応じた最適化を図ることができ、所望の元素
に対する質量分解能を高くすることができる。
【００３６】
　上記の構成において、イオン分離部３における動作は、従来より知られる加速器質量分
析装置において質量電荷比毎にイオンを分離する質量分析部と同様である。しかしながら
、上記の質量分析装置１においては、高エネルギーイオン発生部２において、試料１００
のイオン化及び加速に、超短パルスレーザー光であるパルスレーザー光２００が用いられ
る。すなわち、特定のイオン源と、これに接続された加速器を必要とせず、高エネルギー
イオン発生部２において、試料１００のイオン化と加速とを同時に行っている。このため
、装置全体の構成を単純にすることができる。
【００３７】
　この際、レーザープラズマ加速を発生させるパルスレーザー光２００においては、その
電界強度が著しく高いために、核子あたりのエネルギーを高くすることができると共に、
イオンの電離度（価数）を大きくすることができる。このため、質量電荷比を小さくする
ことができ、静電場や静磁場の下での高エネルギーイオン１０１の質量電荷比毎の偏向量
の違いを顕著にすることができる。このため、質量分解能を高めることができ、同位体の
分離精度も高めることができる。
【００３８】
　また、例えば５６Ｆｅ＋と（４０Ａｒ１６Ｏ）＋のように、質量電荷比が極めて近い同
重体となる多原子イオンが存在する場合においても同様である。更に、上記のような超高
電界下による電離の際には４０Ａｒ１６Ｏのような多原子分子は解離しやすいため、高エ
ネルギーイオン１０１中にはこうした多原子分子は存在しにくくなる。こうした観点から
も同重体の分析を高精度で行うことができる。
【００３９】
　また、上記の高エネルギーイオン発生部２においては、試料１００に含まれる全ての元
素に対してイオン化及び加速が行われる。このため、従来の加速器質量分析装置で用いら
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れるようなイオン源とは異なり、単一の試料１００に対して、様々な元素（同位体）の分
析を行うことができる。この際、試料１００に対してパルスレーザー光２００が照射され
た箇所における分析が行われるため、試料１００上でパルスレーザー光２００を走査すれ
ば、異なる箇所の分析、すなわち組成分布等の測定も容易に行うことができる。
【００４０】
　このように、上記の質量分析装置１においては、分析対象となる試料１００の状態によ
らず、高精度の質量分析を行うことができる。また、例えば、核反応によって生成された
元素（同位体）の分析を行う際に、核反応の直後に上記のような質量分析を行うことが必
要となる場合もある。上記の高エネルギーイオン発生部２は、単純な構造によって単一の
試料１００から高エネルギーイオン１０１を発生させるため、こうした質量分析を行う場
合にも、上記の構成を適用することができる。図４は、こうした測定を行う場合の構成を
図１に対応させて示す図である。この構成においては、試料１００に対して陽子線（放射
線）３００を照射するための放射線照射部５が、上記の質量分析装置１と組み合わされる
。
【００４１】
　この構成において用いられる真空試料槽１２０の内部は、図中の上半分と下半分に２分
割され、上半分が照射室１２０Ａ、下半分が分析試料室１２０Ｂとされる。試料１００は
、照射室１２０Ａと分析試料室１２０Ｂ間をソレノイドコイルやステッピングモーター等
によって移動可能とされる。ここでは、陽子線３００が試料１００に対して照射され、照
射直後の試料１００が分析の対象とされる。レーザー発振器１０、反射鏡２１、２２、軸
外し放物面鏡２３、発散角調整用スリット２４、電荷平衡部２５、及びこれらよりも高エ
ネルギーイオン１０１の下流側の構成は図１と同様である。
【００４２】
　陽子線３００は、加速器５０によって所望のエネルギーに加速される。加速器５０には
、偏向磁石５１が設けられ、偏向磁石５１の駆動電流によって、陽子線３００を構成する
陽子が加速器５０内に留まるモードと、陽子線３００が試料１００に照射されるモードと
が切り替えられる。陽子線３００が試料１００に照射される場合には、陽子線３００は、
陽子線ビームライン５２内を通り、照射室１２０Ａに導かれる。照射時の陽子線３００の
ビーム形状は、四重極電磁石５３ａ、５３ｂによって調整される。この際、陽子線ビーム
ライン５２、照射室１２０Ａ、分析試料室１２０Ｂ、真空ダクト３０内は、同様に高真空
とすることができる。このため、加速器５０から真空試料槽１２０（照射室１２０Ａ）ま
でが放射線照射部５として機能する。陽子線３００の照射直後の試料１００を照射室１２
０Ａから分析試料室１２０Ｂに移動させることによって、上記と同様の分析を行うことが
できる。
【００４３】
　この構成によれば、陽子線３００の照射直後の試料１００中に存在する短寿命の核種の
分析も可能となる。この際、放射線を発する試料１００に対して作業者が接近することな
く、遠隔操作によって試料１００を移動させることによって、こうした分析を行うことが
できる。
【００４４】
　なお、図４の構成においては、試料１００に陽子線３００が照射されたが、陽子線に限
らず、他の放射線（中性子線、ガンマ線等）を試料１００に照射する場合でも、放射線の
発生器（真空試料槽以外の放射線照射部の構成）を変えるだけで、同様の構成が可能であ
り、照射直後における試料１００の分析を同様に行うことができる。
【００４５】
　なお、上記の構成において、イオン分離部３は、特定の元素（同位体）のイオンを選別
するために機能している。このため、試料１００として、こうした元素（同位体）を多く
含むものを用い、かつイオン検出器４０の代わりに、被照射試料を設置すれば、この被照
射試料に対して、特定の元素（同位体）を照射するイオン照射装置としても機能する。図
４に示されるように放射線照射部を用いた場合には、放射線照射によって生じた短寿命の
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同位体イオンを選別して被照射試料に照射することも可能となる。
【００４６】
　また、上記の構成において、イオン分離部の構成は、質量電荷比毎に高エネルギーイオ
ンの分離ができる限りにおいて、任意である。
【符号の説明】
【００４７】
１　質量分析装置
２　高エネルギーイオン発生部
３　イオン分離部
５　放射線照射部
１０　レーザー発振器
２０、１２０　真空試料槽
２１、２２　反射鏡
２３　軸外し放物面鏡
２４　発散角調整用スリット
２５　電荷平衡部
３０　真空ダクト
３１　二重収束用電極
３２　二重収束用二極電磁石
３３　質量電荷比分析スリット
３４ａ、３４ｂ、３４ｃ、５３ａ、５３ｂ　四重極電磁石
３５　質量分析用二極電磁石
３６　分解能向上スリット
３７　質量分析スリット
４０　イオン検出器
５０　加速器
５１　偏向磁石
５２　陽子線ビームライン
１００　試料
１０１　高エネルギーイオン
１０２　検出対象イオン
１２０Ａ　照射室
１２０Ｂ　分析試料室
２００　パルスレーザー光
３００　陽子線
Ａ　イオン
Ｐ　プラズマ
Ｓ　シース
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【図１】

【図２】

【図４】
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